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1．学長メッセージ

1

2015年国連において環境・経済・社会の持続可能な開発の3側面を統合的

に向上させるための持続可能な開発目標（SDGs）が採択され，また2016年に

は地球温暖化抑制に向けた温室効果ガス削減目標を定めたパリ協定が発効す

るなど，国際社会は人類の生存基盤である地球環境の保全と，持続可能な社

会の実現に向けて大きく動き出しています。

我が国においても，昨年12月に「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」

を決定し，優先課題に対する具体的な施策として，ESD（持続可能な開発の

ための教育）・環境教育の推進，科学技術イノベーションを担う多様な人材

の育成・確保，再生可能エネルギーの導入促進，徹底した 省エネルギーの推

基
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進，環境エネルギー科学技術に関する研究開発の推進，循環型社会の構築及び省エネルギー型資源循環シ

ステムの構築支援などが掲げられました。また，パリ協定を踏まえた取組として，温室効果ガス排出量に

ついては2013年度を基準とし2030年度に26％削減を達成し，2050年までに80％削減を目指すとした地球温

暖化対策計画を策定しています。

このような流れを踏まえ，本学では今年3月に群馬大学環境方針を改定し，「～100年先も地域・社会

とともに～サステイナブルキャンパスを目指し，未来の環境を創造する群馬大学」をキャッチコピーとし

て掲げ，「これまで蓄積した「知」を活用し，低炭素・循環・自然共生の各分野を統合的に達成させる社

会の形成に寄与するために，サステイナブルキャンパスの構築を目指し，地域・社会とともに取り組む」

との基本理念を策定しました。

本報告書では，本学における持続可能な社会を目指した研究のうち特に産学連携の取組に焦点を絞り，

特集として取り上げています。特集１では，次世代モビリティ社会実装研究センターでの完全自動運転車

の開発を紹介しています。地域自治体の交通インフラの整備や過疎化・高齢化の切迫する行政課題に対応

した交通システムの開発など，地域の社会・住民が抱える問題解決への貢献が期待されます。特集２では，

除草効果を持つウッドモルタル平板の開発について紹介しています。林業が盛んな群馬県の廃木材を有効

利用し開発したもので，重金属（銅）を付着させ除草効果を持たせているのが特徴です。特集３では，可

搬式緑化とミスト技術を用いた屋外熱中症対策のための快適空間形成について紹介しています。2020年夏

期に開催が予定されている東京オリンピックおよびパラリンピックに向けて，会場周辺屋外で熱中症の予

防に有効な快適空間形成を目指しています。

大学組織の取組としては，今年4月に，サステイナブルキャンパス部会を設置し，本学の中期的な「エ

ネルギー消費量削減計画」の策定及び「温室効果ガス排出抑制等のための実施計画」の見直しを進めてい

ます。また，本学のエネルギー消費の約8割を占める昭和地区へは，省エネ診断の結果に基づいた熱源設

備等の運用改善を積極的に実施し，大きな成果を得ているところです。今後は，荒牧地区で培った環境マ

ネジメントシステムを全学的に展開し，継続的な改善を行う仕組をつくり，推進していきます。

本学は，省エネや環境保全対策等の財源が厳しい中，創意工夫により一層の努力をして参る所存ですの

で，大学構成員はもとより，地域のみなさま方のご理解，ご協力を頂きたく存じます。



２１世紀に入り，持続的に発展可能な社会へ変革することが強く求められている。この

基本理念

基本方針

（教育及び研究）

１．群馬大学は，循環型社会の形成に寄与するため，すべての学術分野において，持続可

能な発展を目指した教育と研究を進める。

（地域貢献）

２．群馬大学は，地域の活性化や持続的発展に向けた活動を自治体や企業と協働して進め

る。

（持続可能な社会）

３．群馬大学は，大学運営と教育研究活動による環境負荷の低減と省資源・省エネルギー

等を図り，持続可能な社会の形成に向けた取組を進める。

（環境マネジメント）

４．群馬大学は，基本理念の具現化に向けて環境目的と環境目標を設定し，各種施策に基

づく環境保全活動を展開させ，これを検証・評価する環境マネジメントを実践し，継続

的な改善を行う。

（環境コミュニケーション）

５．群馬大学は，環境に係る法令等の遵守，倫理の尊重，情報の公開，関係者とのコミュ

ニケーションによる相互理解を深め，地域・社会からの信頼を高める。

の各分野を統合的に達成させる社会の形成に寄与するために，サステイナブルキャンパス

流れをふまえ，群馬大学は，これまで蓄積した「知」を活用し，低炭素・循環・自然共生

の構築を目指し，地域・社会とともに取り組む。

2．大学の環境方針
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平成１８年２月１６日学長制定

平成２９年３月 １日改 定

１００年先も地域・社会とともに

サステイナブルキャンパスを目指し，未来の環境を創造する群馬大学

群馬大学環境方針

基
本
的
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 環境管理体制

 環境管理活動の概要

国立大学法人 群馬大学「中期計画」において「ISO14001の認証取得を目指す」との提言

施設・環境推進室会議 荒牧団地のISO認証取得に向けての検討

大学運営会議 環境方針の制定

昭和，桐生団地 管理標準の策定

荒牧団地ISO14001認証を取得

地球温暖化対策として実施計画作成

施設・環境推進室会議 省エネルギー行動計画の作成

荒牧団地ISO14001認証更新

施設・環境推進室 サステイナブルキャンパス部会　タスクフォースの設置

施設・環境推進室 環境報告書の発行

荒牧団地ISO14001認証返上 全学的な環境マネジメントの構築を目指す

役員会 環境方針の改定

施設・環境推進室会議 サステイナブルキャンパス部会　設置

施設マネジメント部会　　　　　設置

平成16年 4月

平成17年 6月

学　長（役員会）

執行役員会議
（付議）

施設・環境推進室

サステイナブルキャンパス部会 施設マネジメント部会

平成18年 2月

3月

4月

平成29年 1月

9月

平成28年 3月

1月

6月

　12月

平成19年

平成21年 5月

　12月

3．環境管理の状況

3

環境管理は，学長の下に置かれた担当理事が室長を務める施設・環境推進室において行っています。

（平成29年6月現在）

・
・
・
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※サステイナブルキャンパス部会のミッション

①環境に関する教育・研究・地域貢献の企画・調整 ②環境マネジメントの企画立案・評価

③エネルギーの削減計画及び推進 ④環境の社会的責任におけるコミュニケーション



 大学の組織
　（平成29年6月現在）

学 部

教育学部

医 学 部

理工学部

附属病院

社会情報学部

大 学 院

教育学研究科

医学系研究科

理工学府

社会情報学研究科

専 攻 科 特別支援教育特別専攻科

附置研究所 生体調節研究所

総合情報メディアセンター
図 書 館 部 門

情報基盤部門

研究･産学連携推進機構

大学教育・学生支援機構

大学教育センター

学生支援センター

学生受入センター

健康支援総合センター

研究・産学連携戦略本部

高度人材育成部門

ＵＲＡ室

高度研究戦略室

産学連携・知的財産部門

研究支援人材育成コンソ－シアム室

重粒子線医学推進機構

国際センター

事 務 局

附属学校教育臨床総合センター

社会情報学科

附属生物資源センター

附属薬剤耐性菌実験施設

重粒子線医学研究センター

役
員
会

学 長

理 事

教育研究評議会

経営協議会

執
行
役
員
会
議

監 事

附属生体情報ゲノムリソースセンター

附属代謝シグナル研究展開センター

保健学研究科

図 書 館

附属教育研究支援センター

附属医学教育研究センター

附属保健学研究・教育センター

附属元素科学国際教育研究センター

附属生体情報シグナル研究センター

多職種連携教育研究研修センター

未来先端研究機構

テニュアトラック普及推進室

4．大学の概要

群馬大学は，昭和24年5月31日国

立学校設置法により，群馬師範学校，

群馬青年師範学校，前橋医学専門学

校，前橋医科大学並びに桐生工業専

門学校の各旧制の諸学校を包括し，

学芸学部，医学部，工学部の3学部か

らなる新制の国立総合大学として発

足しました。

幾度かにわたる拡充改組や，平成

16年4月1日の国立大学法人化により，

現在は，4学部，4研究科，1学府，1

専攻科，幼稚園，小・中・特別支援

学校，その他研究所及び研究セン

ターなどで構成されています。

4

附属社会情報学教育・研究センター

高度研究推進・支援部門

機器分析センター

高度人材育成センター

産学連携・知的財産活用センター

リスクマネジメント室

教育改革推進室

産学連携ワンストップサービスオフィス

共同利用設備統括センター

次世代モビリティ社会実装研究センター

重粒子線医学センター

Gunma University

附属幼稚園

附属小学校

附属中学校

附属特別支援学校
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A
B

C

D

E

F

理工学府

学生・教職員人数と所在地分布図

（平成29年5月現在）

Ⓐ 前橋地区
◆ 荒牧団地 （前橋市荒牧町） ◆ 昭和団地 （前橋市昭和町）

◆ 若宮団地 （前橋市若宮町）

附属幼稚園，附属小学校，附属特別支援学校

◆ 上沖団地 （前橋市上沖町）

附属中学校

Ⓒ 伊香保研修所

（渋川市伊香保町）

Ⓓ 草津共同利用研修施設

（吾妻郡草津町）

Ⓔ 北軽井沢研修所
（吾妻郡長野原町）Ⓕ 太田団地（太田市本町）

理工学部，理工学府，総合情報

メディアセンター，研究・産学

連携推進機構

教育学部，教育学研究科，社会情報学部，社会情報

学研究科，総合情報メディアセンター，大学教育・

学生支援機構，研究・産学連携推進機構，国際セン

ター，事務局

医学部，医学系研究科，保健学研究科，医学部附属

病院，生体調節研究所，総合情報メディアセンター,

重粒子線医学推進機構，未来先端研究機構，多職種

連携教育研究研修センター，テニュアトラック普及

推進室

Ⓑ桐生団地 （桐生市天神町）

学部生 2,229人，大学院生･専攻科 132人，教職員 416人 学部生 1,132人，大学院生･専攻科 475人，教職員 1,685人

学部生 1,761人，大学院生･専攻科 761人，教職員 252人

5

桐生・太田地区
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群馬大学研究・産学連携推進機構次世代モビリティ社会実装研究センター

副センター長 小木津 武樹

6

特

集

桐生市での自動運転の公道実証実験

Gunma University

昨年10月1日から群馬大学桐生キャンパスの周辺道路において自動車の自動運転実証実験を開

始しました。自動運転技術は現在，自動車メーカーをはじめとした企業や大学などで，活発に研

究が行われています。群馬大学でも自動車の自動運転技術を保有しており，公道実証実験を行う

ことで，さらに良い技術を蓄積することを目指します。また，公道実証実験を通じて県内外の企

業や研究機関との連携を広げ，桐生市に自動運転自動車に関するものづくり・商業・サービスの

力を結集させることを目的としています。今後，電動バスなどの環境に優しい自動車の自動運転

技術も研究する予定です。

●桐生市との産学連携の取組について

図 １ 実 験 車 両

本実証実験は，次世代モビリティの重要要素である自動運転技術を産学官協働で開発するため

に必要不可欠なものです。自動運転技術については，自動車メーカーをはじめとした一部の企業

と大学のみが主に技術的確立を目指して開発しています。一方で，群馬大学では自動運転技術を，

実証実験を通じて県内の中小企業やその他研究機関も巻き込み，県内にものづくりの力を結集さ

せることに利用することを目指しています。自動運転実証実験を実施する基盤を確立し，産学官

協働体制を取ることで，群馬大学を中心として，中小企業を含めた自動運転に向けた技術開発が

可能となります。また地域における公道実証実験を行うことで，大学の自動運転技術の高度化研

究だけでなく，新産業の創出など産学の連携活動や実運用による地域コミュニティ活性化の実証

試験を同時に実施できると考えます。桐生市と群馬大学では，この公道実証実験にとどまらず，

自動運転自動車に関する市内産業の技術的シーズや市民のニーズに関する調査を実施するなど，

産学連携の強化をすすめます。
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●実施場所

平成28年10月1日からは青色で示す走行ルートで実施していましたが，平成29年6月1日からは，範囲

を約10倍に拡大して実施しています。今後も，実証実験の進捗状況によって，再度告知を行ったうえで

走行路線を変更する場合があります。

図 ２ 桐 生 市 に お け る 公 道 実 証 実 験 地 域

●安全性の確保について（住民の不安解消に繋がる内容）

群馬大学が実施するすべての公道実証実験は，警視庁が定めた「自動走行システムに関する公

道実証実験のためのガイドライン」にしたがって運用されます。そのため自動運転中の運転席に

は，車両の免許を持ち，自動運転システムを十分に理解した運転手が搭乗しています。また，車

両は運転手の運転操作が最優先になるように設計されているので，一般的な自動車と同様に，運

転手の判断でいつでも安全確保が可能です。

環境報告書 2017
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●実験車両

群馬大学で実施する公道実証実験では，複数の実験車両を用います。実験車両の多くは市販車をベー

スに開発されています。エンジン始動・停止，シフトの切替，操舵，制動，駆動，その他周辺機器を，

コンピュータを介して操作することが出来ます。実証実験では，車体の内部や上部に実験内容に応じた

様々な装置を関連法令の範囲内で取り付けて自動運転を行います。

平成28年10月1日から平成30年3月31日までの間で不定期に実施しています。

●実験期間
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環境に優しいウッドチップモルタル平板の開発

大学院理工学府環境創生部門

教 授 板 橋 英 之

特

集

Gunma University

●は じ め に

今から13年前のこと。勢多郡東村（現在のみどり市東町）の教育長から1本の電話が掛かって

きました。「東村には製材所があるんだけど。そこで木のゴミがいっぱいでるんさね。これを何

かに使えるようにしたいんだけど研究してくんねえかい」。この教育長は私が中学生だったとき

の担任の先生です。断れるはずがありません。研究をすることにしました。

●ウッドチップへの重金属の吸着

木の主成分にはリグニンがあります。リグニンにはフェノール基やカルボキシル基のような金

属イオンと錯体を形成できるサイトがたくさんあります。当時私は河川水や廃水から重金属を除

去できる吸着剤に興味があったので，木にどれくらい重金属イオンが吸着するか，実験してみる

ことにしました。木を2mm程度の大きさに粉砕したもの（ウッドチップ）を重金属を溶かした溶

液に入れてかき混ぜたところ，重金属イオンは比較的速くウッドチップに吸着することが分かり

ました。しかしながら吸着する量は微々たるもので，このままでは使い物になりません。もし，

吸着量を大幅に増加することができれば吸着剤として利用できるのですが。。。

そこで，考えたのがウッドチップにアルカリを練り込むことです。フェノール性水酸基は酸解

離しにくいので，中性の状態では金属イオンの吸着サイトにはなりにくいのですが，アルカリ性

にしてやれば水素イオンが解離して陰イオンの状態になるので，陽イオンである重金属イオンを

吸着できるようになるはずです。ただし，水酸化ナトリウムや水酸化カリウムのような水溶性の

アルカリでは水に直ぐ溶けてしまうので使えません。また，廃水処理に使うためできるだけ価格

の安いものでなければだめです。何か良いものはないかと考えていました。

●建設会社との共同研究

そんな時，前橋の建設関係の会社から相談を受けました。「汚泥を特殊なセメントで固めたの

ですが，ここから重金属が溶出しないか確かめることはできますか」。重金属の分析は私の専門

です。早速共同研究契約を結び実験の打ち合わせにはいりました。以下はその時の会話の一部で

す。

(私)：ところで特殊なセメントとは何ですか？どんな特徴があるんですか？

(会社)：土と混ぜて固めても透水性があるんです。

(私)：木と混ぜても固まりますか？透水性も残りますか？

(会社 )：やったことはありませんが固まると思います。透水性は分かりませんがやってみます

か？

(私)：是非お願いします！
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●新 展 開

セメントは水には溶けませんが強アル

カリです。なおかつ安い。このセメント

を木に混ぜて固めたものが透水性を持て

ば重金属除去フィルターになります。い

くつかサンプルを作ってもらい実験をし

てみました。その内の一つが写真1です。

セメントとウッドチップの比をうまく調

節すれば，ちゃんと固まって透水性も保

てることが分かりました。なおかつ重金

属の吸着能力はウッドチップ単独の数千

倍になりました。木を原料にした重金属

吸着剤のできあがりです。

しかし，ここで困った問題が起こりま

した。このフィルターを通った水はアル

カリ性になるので，廃水として処理するためにはこれを中和する必要があったのです。この操作

は結構面倒でこのままでは水処理フィルターとしては使えません。ウッドチップを使った重金属

吸着材の研究は頓挫しました。

でも，転んでもただでは起きま

せん。このフィルターは視点を変

えれば，物理的強度が高いのに水

をよく吸うことができる材料です。

セメントに砂を混ぜてモルタルに

して平板状に成型すれば，舗装材

になります( 写真2 )。地面に敷い

て打ち水すれば気化熱で涼しくな

ります。なおかつ，重金属イオン

をよく吸着するので，銅イオンを

吸着させておけば除草効果を持っ

た平板に，銀イオンを吸着させて

おけば殺菌効果を持った平板にな

ります。また，モルタルと混合し

たウッドチップは腐らないので，大気中のCO2を固定化することができます。さらに，ウッド

チップには未利用バイオマスの大半を占める林地残材が使えるので，自然環境の保全にも貢献で

きます。まさにいいことだらけの製品に大変身しました。

●今後について

2016年12月，「群馬イノベーションアワード」でこの平板の開発を発表した研究室の学生が大

賞を獲得しました。今後は，ベンチャー企業を設立し，理工学府知能機械創製部門の天谷賢児教

授が実証実験を行っているミストベンチとの連携も視野に事業化を目指します。応援頂ければ幸

いです。

写真 2 ウッドチップモルタル平板の施工例

写真 1 重 金 属 除 去 フィ ル タ ー
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ミスト付き可搬式緑化ベンチを用いた屋外の快適空間形成技術について

大学院理工学府知能機械創製部門

教 授 天 谷 賢 児

特

集

Gunma University

近年，ますます夏の猛暑日の日数が増加する傾向にあります。それに伴い熱中症の発症数も増

加しています。この原因として地球温暖化や，都市化によるヒートアイランド現象などが考えら

れています。また，猛暑日の増加は大都市部に限ったものではなく，多くの地方都市においても

顕著になっており，熱中症対策は全国的な課題になっています。

2020年の夏にはオリンピックやパラリンピックが開催されることが決まりました。これらの開

催期間中は猛暑日となる可能性が高く，熱中症対策が課題になっています。特に，マラソンなど

の屋外競技では，選手だけでなく，それを観戦する人たちへの熱中症対策が必要です。また，オ

リンピックやパラリンピック以外にも，様々な競技大会やイベントの開催が予定され，観光客の

増加も予想される中で，屋外での熱中症対策をどのように進めるかが緊急の対策課題になってい

ます。

屋外での熱中症対策として，大規模な都市緑化が考えられます。しかしながら，緑化を大規模

に進めることは必ずしも容易ではありません。特に，植樹後の樹木管理コストの増加による自治

体の負担増などが課題になっています。このような背景から，東京都農林総合研究センターと群

馬大学では，夏季猛暑時の屋外における熱中症対策技術の一つとして「ミスト付き可搬式緑化ベ

ンチを用いた屋外の快適空間形成技術」を開発し，その効果を検証する共同研究を2014年から実

施してきました。これは樹木による木陰とミストの蒸発効果を組み合わせて，涼しい空間を形成

するものです（図１）。樹木を植えるポットにはベンチが備え付けてあり，簡単に移動できるように大

きなキャスタも取り付けられています。ミストの粒径は10～20マイクロメートル程度で，ポット上部に

取り付けた広告スペースの上部から周囲に向かって噴出する構造になっています。これを複数設置する

とで，小さな林や森を都市内に簡単に作り出せることから，この技術コンセプトを「移動できる森」と

木製ベンチ

広告スクリーン

ミスト

全周に４ヵ所

緑化用樹木

移動用

キャスタ

図 １ 開 発 し た ミ ス ト付 き 緑 化 ベ ン チ
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図３は黒球温度と呼ばれる温度を調べた結果です。黒球温度は体感温度に近い温度と言われて

います。木陰もミストもない区域，木陰だけの区域，木陰とミストのある区域のそれぞれで，夏

の暑い日（7日間）の11時～15時までの間の平均値を求めて比較したものです。この結果から，

木陰もミストもない区域に比べて，木陰とミストのある区域では，黒球温度が低減できることが

わかります。また，実際にアンケートを取って各区域の温熱感を調べた結果では，木陰もミスト

もない区域では，全員が暑いと回答したのに対して，木陰とミストのある区域では，6割以上の方

が「涼しい」または「どちらかと言えば涼しい」と答えました。

図 ３ 体温温度に近いと言われる黒球温度の比較
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図 ４ 車椅子を使われている方へのヒアリング

2016年度から車椅子を使われている方々やベビーカーの子供などにも快適な空間を利用してい

ただくために，ベンチ形状を変えて車椅子やベビーカーがより木陰やミストに近づけるような改

良を行いました。図４は車椅子を使っている方に，実際に使っていただき，様々な意見を頂いて

いるところです。いただいた意見をもとに，さらに最適な空間を形成できるような改良を行う予

定です。2020年のオリンピックやパラリンピックに向けて開発を進めてきましたが，開催後にも

オリンピック・パラリンピックレガシーとして利用可能な暑熱対策技術として普及できるように

開発を進める予定です。

図 ２ お 台 場 で の 実 証 実 験 の 様 子

しています。またこの技術は，複数の企業や群馬県の森林組合連合会，造園協会にもご協力いた

だき，産官学連携で開発が進められたものです。図２は，2017年夏に東京お台場のシンボルプロ

ブナード公園の一部をお借りして，実際にベンチを設置して実証実験を行っている様子です。



　

研究活動

診療活動
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知の集積活動

環境関連図書総数 冊 （図書総数610,083冊のうち）
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平成26年度
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14

医学部附属病院
での診療活動

区　　　分 平成27年度 平成28年度

491,107516,524517,083

9,64011,04011,41910,855

大学における生産活動の本質は教育と研究であるため，教育と研究における環境活動の成果を以下に示しま

す。また，附属病院における診療活動も社会貢献として重要です。

5．教育や研究等のアウトプット
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主要3団地（荒牧・昭和・桐生）の図書館にラーニングコモンズを

設置しています。仲間とコミュニケーションを取りながら学習でき

るアクティブゾーンと静かに集中して学習できるクワイエットゾー

ンを設け，学生個々にあった学習環境を提供しています。

また，PC端末の設置はもちろん，大小さまざまな可動式テーブル

があり，個人でもグループでも利用しやすいよう整備しています。

環境に関わる各種活動にもご利用ください。
アクティブゾーンで学習している様子
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公害・環境工学等11分類に該当する図書を，環境関連図書として扱っています。

(件)
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ラーニングコモンズの活用

Gunma University
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育
･
研
究
･
社
会
貢
献

平成28年度は，環境教育科目が増えたことで，受講者数が増加しました。



環境教育 （平成28年度）

 環境政策

 看護学原論・健康な生活を支える環境の基盤

 保健行政論・環境保健（演習，演習発表会）

 環境エネルギー実験Ⅰ，環境エネルギー実験Ⅱ，環境エネルギー
 実験Ⅲ，環境創生理工学概論，環境創生理工学，環境エネルギー
 理工学ティーチング 実習

 防災工学

 環境システム工学

 環境法Ⅰ，環境法Ⅱ

 生活とエネルギー，食品の安全性，環境に配慮した生活

 環境創生のための基礎力学

 環境創生のための基礎化学工学

 環境材料科学

 環境エネルギー工学特論，環境創生理工学概論

 環境整備工学Ⅱ，廃棄物管理工学，環境バイオテクノロジー特論

 地盤環境工学

 環境微生物学

 環境修復科学　

 環境エネルギー演習

 エネルギー変換と環境　　　　　　　　　　　　　　　　　

 公衆衛生学講義・実習

中川　紳好

古畑　朋彦

理工学部

伊藤　　司

専攻科目

板橋　英之
宝田　恭之
尾崎　純一

黒田　真一
河原　　豊
小澤満津雄

早田　　勉

清水　義彦

大嶋　孝之

若井　明彦
斎藤　隆泰
松本　健作

中川　紳好
桂　　進司
野田　玲治

環境創生
理工学科教員

野田　玲治

板橋　英之
渡邉　智秀

鵜﨑　賢一

社会情報学部 専門科目

西村　淑子
西村　尚之
石川　真一
新井　康平

医学部 専門科目
大山　厚志

 原発事故と放射能汚染

 環境法Ⅱ（特別開放科目）

田中　麻里
西薗　大実
前田亜紀子

 環境マネジメント実践演習　　　　　　　　　　　　　　　田辺　秀明

 身近な自然環境と地盤災害

西薗　大実

 初等科家庭　　　　　　

 雲と降水を伴う大気

 環境教育論

 機械と人間と環境

 生態系と環境， 人間環境論（特別開放科目）

教　育　科　目 　・　 内　容学部等 教　員科　目

学びのリテラシー（２） 西薗　大実  現代の食と環境

総合科目群

早川由紀夫

全学共通

自然科学科目群

大塚　富男

西村　淑子

岩﨑　博之

田辺　秀明

西村　尚之

 流域環境学特論，環境水理学，河川水文工学

 一般化学

 環境生理学

 環境政策実習，環境アセスメント，環境アセスメント実習

 衛生学

渡邉　智秀  環境水質工学，環境整備工学特論，環境整備工学Ⅰ

 環境科学総論
板橋　英之
渡邉　智秀
清水　義彦

西薗　大実

 自然環境論

鈴木　智之

西村　尚之
石川　真一

 生物環境論

 人間環境論西村　尚之

近藤　由香

吉田　　亨

西村　淑子

小山　　 洋

大塚　富男

小学校教科共通科目

総合探求科目
前田亜紀子

日置　英彰

教育学部

専攻科目

56科目
6．環境に関わる教育・研究及び開放特許
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 環境研究 （平成28年度）  

・周産期の内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）曝露に
　よる行動変容の解析

教　授

教　授

石川　真一

准教授前田  亜紀子

講　師

職　名 研　究　内　容

社会情報学部

教　授

西村　淑子 教　授

社会情報学科

・大型ビオトープ等自然再生事業における生物多様性の育
　成および外来植物種抑制に関する実地研究

・長期生態モニタリングによる森林動態現象の解明に関す
　る基礎的研究

・運動施設における大気汚染に関する研究
・水俣病の教材化に関する研究
・食品中の放射性セシウムに関する研究
・公園，学校等の空間放射線量率に関する研究

・食品の低温流通における冷媒管理と環境マネジメントに
　関する研究
・太陽熱とバイオマスによる調理実習における環境負荷低
　減と災害時対応

・群馬大学荒牧キャンパスにおける気象観測調査
・群馬大学附属小学校における気象観測調査
・知的障がい児の体温および衣服調節に関する研究

・福島原発事故による被害の法的救済のあり方

教　授

西村　尚之

西薗　大実

リハビリ
テーション学

鯉渕　典之

宮崎　航

蓜島　旭

大学院
保健学研究科

・「職業性アレルギー疾患診療ガイドライン　2016」の
　刊行（編集担当）
・量子ビームを利用した石綿肺の病態解明と早期診断法の
　開発
・量子ビームを利用した職場粉塵吸入により引き起こされ
　る労働者の肺疾患の診断
・アレルギー対策住宅の喘息症状軽減効果の検証

教　授土橋　邦生

教育学部

・内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）による脳発達へ
　の影響
・内分泌かく乱化学物質によるホルモン受容体機能への影
　響

・養育環境変化による成人期の脳機能への影響

新井　淑弘 教　授

学部等 研究者学科等

保健体育講座

家政教育講座

応用生理学

未来先端
研究機構

内分泌代謝・シグナ
ル学研究部門

大学院
医学系研究科

・出芽酵母メタボリズムの環境応答機構吉田　知史 准教授

教　授
・宇宙で暴露する放射線と微小重力の複合影響に関する研
　究

重粒子線
医学研究
センター

高鶴　裕介

高橋　昭久医学生物学部門

講　師

助　教

・内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）による血液脳関
　門機能への影響
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・電気化学キャパシタ用炭素ナノ細孔体電極の開発

田北　啓洋

・次世代自動車における技術経済評価
・乗用車保有台数のエネルギー消費とCO2排出量における

　次世代自動車の普及の影響の評価
・地理情報を用いたCO2の回収・利用・貯留（CCUS）シ

　ステムの設計

環境創生部門

伊藤　司 准教授

助　教

・金属酸化物触媒を用いる窒素酸化物の直接分解除去に関
　する研究
・可視光応答型光触媒を用いる環境浄化に関する研究
・排ガス処理用に用いる酸素吸蔵材料の高性能化に関する
　研究
・もみ殻灰の有効利用に関する研究

・環境適応型（グリーン）溶媒を用いた新規重合方法の開
   発
・二酸化炭素を一成分とした重合方法の開発

・微生物を活用した新規エネルギー・資源回収型廃水処理
　技術の開発
・閉鎖性水域などを対照とした水環境浄化技術
・高度水質変換技術の開発
・活性汚泥モデルを用いた廃水処理プロセスシミュレー
　ション
・湿潤有機性廃棄物処理技術の開発

助　教

教　授

・自律分散制御スマート街路灯に関する研究

職　名

准教授

助　教畠山　義清

白石　壮志 教　授

准教授

米山　賢

・圧粉磁心を用い永久磁石量を抑えた再生エネルギー用
　発電機システムの開発

教　授

大学院
理工学府

分子科学部門

花屋　実 教　授 ・色素増感太陽電池の高性能化に関する研究

橘　熊野 助　教 ・バイオベース材料と環境分解性材料の開発

藤井　雄作 教　授 ・自律分散制御スマート街路灯に関する研究

知能機械創製部門

・空気リチウム電池用炭素空気極の開発
・水素源としての有機ハイドライド用触媒の開発

ゴンザレス　ファン

・回転軸の支持に磁気軸受を応用することで高効率かつメ
　ンテナンス頻度の低い，持ち運びが容易な小水力発電機
　の開発

・大気中微粒子の表面固着有機物を高精度に解析するイオ
　ン顕微分光技術の開発

・染料により汚染された河川の自浄作用に関する研究
・脱色微生物バイオリアクターを用いた難分解性染色廃水
　処理
・資源循環促進のための堆肥化微生物群集の活性化因子に
　関する研究
・汽水域における溶菌現象が水環境に与える影響の解明
・水処理性能を向上させるKey Bacteriaの解明
・河川構造物が有害藻類の増殖に与える影響の解明
・ファインバブルを用いた微生物の活性化と制御に関する
　研究
・環境浄化微生物の効率的スクリーニング方法の開発

学部等 研究者学科等

教　授

窪田　恵一 助　教

研　究　内　容

・振動エネルギーの効率的回生とそのセルフパワード応用
　技術に関する研究

石川　赴夫

渡邉　智秀

・鉛フリー電子実装材料の開発及び信頼性評価荘司　郁夫

岩本　伸司

電子情報部門

栗田　伸幸

加田　渉

教　授

橋本　誠司

助　教

助　教

２６
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 群馬大学開放特許　（環境） 平成29年6月現在

発明の名称 電場を用いた用排水からのリン除去・回収法 （特許第3536092号）

学内発明者 榊原 豊（元工学部）

技 術 分 野 環境保全，排水浄化

発明の名称 含窒素廃棄物の乾式処理方法とそのための装置 （特許第4787966号）

学内発明者 宝田恭之（理工学府） 森下佳代子（元工学研究科）

技 術 分 野 環境保全，排水浄化，畜産廃棄物処理

発明の名称 無電解Niめっき廃液中のNiの回収方法と低品位炭ガス化方法 （特許第5124771号）

学内発明者 宝田恭之（理工学府） 森下佳代子（元工学研究科）

技 術 分 野 環境保全，排水浄化

発明の名称
内部循環型流動床式低温接触ガス化炉装置と

それを用いた家畜排せつ物のガス化分解処理方法 （特許第5446088号）

学内発明者 宝田恭之（理工学府） 森下佳代子（元工学研究科）

技 術 分 野 環境保全，排水浄化

発明の名称 鶏糞を原料とした活性炭の製造方法 （特許第5266471号）

学内発明者 宝田恭之（理工学府） 森下佳代子（元工学研究科）

技 術 分 野 環境保全，畜産廃棄物処理

発明の名称 触媒及びその製造方法 （特許第5360972号）

学内発明者 尾崎純一（理工学府） 松井雅義（理工学府）他

技 術 分 野 バイオマス燃料用触媒

発明の名称 触媒及びその製造方法 （特許第5626984号）

学内発明者 尾崎純一（理工学府）他

技 術 分 野 ガス触媒，バイオマス燃料

発明の名称 2,2,6,6-テトラメチル-4-オキソピペリジンの製造方法 （特許第5585910号）

学内発明者 宝田恭之（理工学府）他

技 術 分 野 下水汚泥からの回収・製造技術

発明の名称 重金属分析装置及び重金属の分析方法 （特許第5817372号）

学内発明者 森勝伸（理工学府） 板橋英之（理工学府）

技 術 分 野 分析装置

発明の名称 レシオ法に基づいた酸素センサー （特許第5867681号）

学内発明者 吉原利忠（理工学府） 飛田成史（理工学府）他

技 術 分 野 センサー

12件

16

発明の名称
バイオマス処理用触媒，バイオマス処理用触媒の製造方法，

バイオマス処理装置，及びバイオマス処理方法（特開2017-113659）

学内発明者 宝田恭之（理工学府） 神成尚克（理工学府）

技 術 分 野 バイオマス処理技術

発明の名称
微生物培養装置ならびにそれを利用した微生物分散培養方法

および細胞外多糖類抑制方法（特許第6108526号）

学内発明者 伊藤 司（理工学府）

技 術 分 野 微生物培養，バイオフィルム抑制，微細気泡発生装置
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桐生市環境先進都市将来構想推進協議会委員

八ッ場ダムモニタリング委員会

渡良瀬川河川整備計画有識者会議委員

前橋市廃棄物減量等推進審議会委員

群馬県環境審議会委員

群馬県国土利用計画審議会委員

群馬県衛生環境研究所研究評価委員会委員　

群馬県環境影響評価技術審査会委員

群馬県都市計画審議会委員

群馬県衛生環境研究所倫理委員会委員　

桐生市環境先進都市将来構想推進協議会委員

群馬県環境審議会委員

水質技術顧問

群馬県燃料電池自動車普及促進協議会構成員

桐生市まちづくり検討委員会委員

国土審議会特別委員

国土交通省 河川水辺の国勢調査アドバイザー

関東地方河川技術懇談会委員

群馬県河川整備計画審査会委員

自然環境保全審議会（温泉部会）委員

群馬県バイオマス活用推進委員会委員

桐生市環境先進都市将来構想推進協議会議長

群馬県土壌汚染対策専門家会議委員

群馬県環境審議会委員

桐生市環境顧問

桐生市環境審議会委員

環境新技術導入促進事業評価委員

栃木県環境影響評価技術審査会委員

栃木県廃棄物処理施設専門委員会委員

桐生市環境審議会委員

群馬県環境審議会委員

粉じん対策指導委員

高崎市廃棄物処理施設専門委員会委員

桐生市廃棄物減量等推進審議会委員

教育学部
西薗　大実

桐生市

宝田　恭之
桐生市

大学院
医学系研究科

西村　淑子

前田　　泰

尾崎　純一

群馬県

桐生市

群馬県

群馬県衛生環境研究所

群馬県

群馬県衛生環境研究所

群馬県

栃木県

山口　誉夫

渡邉　智秀

群馬県

桐生市

野田　玲治

角田　欣一

原野　安土

大学院
理工学府

天谷　賢児

金井　昌信

森　　勝伸

群馬県

群馬労働局

桐生市

活　動　・　支　援

国土交通省

国土交通省

群馬県

群馬県

群馬県

桐生市

栃木県

桐生市

高崎市

群馬県

桐生市

桐生市

清水　義彦

群馬県

群馬県土地収用事業認定審議会委員

群馬県森林審議会委員

群馬県環境審議会委員

群馬県地球温暖化対策実行計画推進部会長

前橋市環境審議会委員

群馬県衛生環境研究所研究評価委員会委員　

環境省中央環境審議会専門委員

群馬県

群馬県

群馬県

群馬県

国土交通省

学部等 氏　名 自治体

板橋　英之

関戸　明子

群馬県

前橋市

国土交通省

前橋市

小山　　 洋

和泉　孝志

社会情報学部

群馬県

環境省

石川　真一

群馬県

平成28年度中に自治体等で環境関連の活動・支援について教職員から報告のあったものを以下に記載します。

なお，これ以外にも地域や様々な分野において積極的な社会貢献を行っています。

7．環境に関する社会貢献活動
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群馬大学ホームページは，群馬大学の情報を
いち早くお届けする手段の一つです。最新の
研究教育情報など，わかりやすく使いやすい
サイトを目指して編集しています。

群馬大学主催の地域貢献

事業として，小中学生を主

な対象とした「群馬ちびっ

こ大学｣が8月6～9日の4日

間高崎ヤマダ電機で開催さ

れ，期間中に6,590人の来場

者がありました。この催し

では，群馬大学の教員や学

生たちと一緒に科学の実験

や観察，工作などを楽しむ

ことが出来ます｡

環境コミュニケーションとは，持続可能な社会の構築に向けて，多様な利害関係者間での情報共有や

対話を図ることで，互いの理解と納得を深めていくことです。この趣旨のもと，本学で行っている取組

を紹介します。

8．環境コミュニケーションの状況

（2016.11撮影）

荒牧祭は，例年秋頃に荒牧キャンパスにて実施される
学園祭です。荒牧祭へ来場される皆様へ，「荒牧祭パン

フレット」に以下の文面を記載し，環境に対する意識を持

つようお願いをしております。

【群馬大学環境方針の遵守のため，荒牧祭来場者の方
にはゴミの分別（燃えるゴミ・燃えないゴミ・カン・ビ

ン・ペットボトル）をお願いしております。

キャンパス内にごみステーションを憩いの広場付近，

教育学部棟前，社会情報学部棟前の計3箇所設置しており
ますので，ゴミを捨てる際は必ずごみステーションまで

捨てに来て下さい。ご理解・ご協力をお願いします。】

18

（2016.4 撮影）

（2016.4 撮影）

「アースデイ」

アースデイ（地球の日4月22日），地球の為に行動する日。

1970年アメリカで誕生し，世界の184の国，約5,000カ所で行

われる世界最大の環境フェスティバルで，2009年の国連総会で

も「国際母なる地球デー」とすることが採択されています。

理工学部は「地球環境問題」をテーマとして2006年から毎年

開催しています。

平成28年度は， 4月24日(日)に桐生キャンパスで行われ，理

工学部，官公庁，市民団体，商店連盟，高校など過去最高の93

団体が参加し，エコに関する展示やイベント，また，ミスアー

スデイジャパン2015の山田さんをお招きして環境・生き方など

についてお話いただきました。

当日は薄曇りでしたが，外部来場者は約3,500人で子どもか

ら大人までの幅広い年齢層に来場していただくことができまし

た。環境に対する市民の関心の高さの表れと考えています。

http://www.gunma-u.ac.jp/ 
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■ 低炭素社会の実現に向けた取り組み等

科学技術振興機構「先端的低炭素化技術開

発」事業の受託研究として，本学より，世界で

最も高効率で廃棄物バイオマスから有価なガス

を安価に製造するプロセス技術開発と，独自の

カーボン材料を用いた白金をまったく使用しな

い燃料電池開発に関する2件の研究提案が採択

され，低炭素社会の実現に向けて，“カーボン

（炭素）”をキーワードとした独創的なアプ

ローチによる研究を展開しています。

■ 省エネルギー

主に，教職員，学生を対象に省エネルギー対策を具体的に推

進できるよう，ポスターを作成し全学に掲示しています。

省エネルギーに積極的に取り組むことで，地球温暖化の要因

である二酸化炭素の排出量を減らすことができます。

日々の生活においてエネルギーを無駄にしていないかどうか，

省エネパトロールを実施しています。

39

■ ゴミの分別

学生の教養教育を行う荒牧キャンパスでは，新入生に対して環

境方針の周知，環境への取り組みのきっかけとなる環境教育を

行っています。

学生は上記の活動を介して環境活動を行うことの意義が自然と

身に付く仕組みとなっています。

「テクノドリームツアー」

桐生キャンパス学園祭の中日にあた

る10月15日（土）に，小学生～中学生

まで自由に体験しながら見学できる1

日限りの科学体験ツアー「テクノド

リームツアー」を開催しました。 こ

の日は，近隣などから2,808人の小中

学生やその保護者などが 訪れ，大学

生及び教員と一緒に科学体験イベント

や環境に触れあうイベントで1日を過

ごしました。

（2016.10 撮影）
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荒牧団地

・省エネポスターの掲示　　　

・デマンド監視およびメールでの節電要請

・廃棄物分別回収の推進

・紙資源ゴミのリサイクル化

・クリーン・グリーンキャンパスの推進

昭和団地

・省エネポスターの掲示

・省エネパトロールの実施

・廃棄物分別回収の推進

・紙資源ゴミのリサイクル化

・病院敷地内の禁煙の実施

10.1％減となっています。

事務部内設置分別ゴミ箱

桐生団地

一般廃棄物及び産業廃棄物の排出量は前年度と比べて

（2014.6撮影）

夏季に「桐生キャンパス省エネ強化週間」として，8月13日～8月19日の期間に職員の健康維持を図る

とともに管理経費の抑制，地球温暖化防止及び省エネルギーに資するため，学科単位で研究活動を休止

しました。

工学部会館２階ラウンジ

・デマンド監視

節電への啓発活動の一つとして，学内にモニタを設置し，学生がリアルタイムで電力使用量をみる

ことができるようにしています。

節電の取組

環
境
保
全
活
動
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ラウンジに設置してあるデマンド監視モニタ

9．環境に関する活動状況

荒牧団地では，省エネ活動，ごみの分別回収などといった環境保全活動を行なっています。おもな活動

内容は以下のとおりです。

昭和団地では省エネ活動，ごみの分別回収など荒牧団地の環境マネジメントにならい，環境保全活動を

行っています。

Gunma University



○環境基本法

公害関係

○大気汚染防止法

○水質汚濁防止法

○水道法

○下水道法

○土壌汚染対策法

○騒音規制法

○振動規制法

○悪臭防止法

○公害健康被害の補償等に関する法律

○自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法

（自動車NOx・PM法）

廃棄物・リサイクル関係

○循環型社会形成推進基本法

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）

○ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（PCB特別措置法）

○フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）

○資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）

○特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）

○使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（小型家電リサイクル法）

○使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）

○建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）

化学物質関係

○化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（化審法）

○特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR法）

○毒物及び劇物取締法（毒劇法）

○消防法

○農薬取締法

○労働安全衛生法（安衛法）

エネルギー関係

○地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）

○エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）

○電気事業法

その他

○環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配慮促進法）

○国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律　（環境配慮契約法）　

○国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）

主　な　環　境　関　連　法　令

10．環境に関する規制遵守の状況
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ポリ塩化ビフェニル（PCB）の管理について

◆処理状況（平成29年7月現在）

 吹き付けアスベスト等の状況について

 感染性廃棄物について　（昭和団地）

赤色

（20ℓ）

黄色

（45ℓ）

橙色

（80ℓ）

附 属 病 院 地 下 倉 庫 附属病院地下倉庫内保管状況視察

区　　分対　　象　　物

血液，血液製剤，病理廃棄物，器官等

注射針，採血針，穿刺針，メス，
シャーレ，試験管，ガラスくず等

感染性廃棄物

注射筒，血沈棒，吸引カテーテル，気管，
チューブ，胃チューブ，浣腸器，ガーゼ，
包帯，手袋，処置用の紙シーツ，術衣，

マウスピース，血液をふき取った紙製品等

性　　状 分　　類

でい状物 プラスチック密閉容器

鋭利なもの プラスチック密閉容器

固形状物
段ボール容器

（ビニール袋詰）

平成27年度

21缶

5台

廃棄方法

平成29年度
（予定）

－

120台－

平成28年度

1缶

PCB種類

高濃度PCB

低濃度PCB

平成25年度 平成26年度

－ －

11缶 14缶

（2014.7撮影）

学内の吹き付けアスベストについてはこれまで計画的に除去を行ってきました。現在，学内の吹き付け

アスベスト等の使用箇所については，建物内すべての除去が完了しています。

法令遵守の活動状況

荒牧団地PCB保管状況

平成13年6月に制定されたPCB特別措置法ではPCB廃棄物の処理体制

の構築に向けた施策を実施し，平成28年までに高圧コンデンサのPCB廃

棄物の処理を終えることとなっていましたが，平成24年の法律施行規則

の一部改正により，平成39年3月31日まで延長されています。

本学では，平成28年度にすべての高濃度PCBの処理を完了しました。

また，低濃度PCBについては，平成29年度にすべて処理を完了する予定

です。

医学部附属病院では，特別管理産業廃棄物と法律で規定されている感染性廃棄物について，下表のとお

り適正に処理を行っています。

感染性廃棄物とは，主として病院などの感染性病原体を取り扱う施設等からでる廃棄物のうち，感染性

の病原体が含まれるか若しくは付着している恐れのあるものです。

（2017.8撮影） （2017.8撮影）
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 放射性物質の廃棄について

 排水の管理について

ｐＨ 5～9 8.1（25℃） 8.7（25℃）

ＢＯＤ （mg/ℓ）

ＳＳ （mg/ℓ）

 

（mg/ℓ）

フェノール類 5 （mg/ℓ） 未満 未満 未満

全クロム 2 （mg/ℓ） 未満 未満 未満

亜鉛 2 （mg/ℓ）

溶解性鉄 （mg/ℓ）

溶解性マンガン （mg/ℓ） 未満 未満 未満

フッ素 8 （mg/ℓ） 未満 未満 未満

銅 3 （mg/ℓ） 未満 未満 未満

カドミウム （mg/ℓ） 未満 未満 未満

全シアン 1 （mg/ℓ） 未満 未満 未満

有機リン 1 （mg/ℓ） 未満 未満 未満

鉛 （mg/ℓ） 未満 未満 未満

六価クロム （mg/ℓ） 未満 未満 未満

ヒ素 （mg/ℓ） 未満 未満 未満

全水銀 mg/ℓ） 未満 未満 未満

アルキル水銀 不検出 不検出 不検出 不検出

ホルムアルデヒド （mg/ℓ） 未満 1 未満 1 未満

1,4-ジオキサン （mg/ℓ） 未満 未満 未満

※pHの( )内数値は測定時の水温。　計量結果欄の未満表示の数値は定量限界値を示します。

※採取場所

荒牧：平成29年3月　 南門マンホール

昭和：平成28年7月 　西側マンホール

桐生：平成29年3月　 西側マンホール

0.05

0.1

0.01

0.04

0.01

0.003

0.05

10

0.05

0.003

0.5

0.05

0.0005

0.003

0.1

0.1

0.01

0.04

0.1

0.05

0.08

0.05

0.5

0.27

0.05

0.1

0.1

0.01

0.04

0.01

0.0005

0.1 0.1

0.06

0.28

0.05

0.08

0.10

21

桐生団地

7.1（25℃）

16

2

23

計　　量　　項　　目

0.05

ｎ-ヘキサン抽出物質量
30動植物／5鉱油 12

基準値

600

600

220

460

荒牧団地

計　　量　　結　　果

昭和団地

410

540

10

10

0.01

0.05

0.1

0.5

0.05

0.5

0.0005

0.03

0.1

0.5

0.1

0.005

1

0.05

荒牧，昭和，桐生の各団地から排出される排水は実験系・生活系とも，排出水質基準値以内で公共

下水道 （以下「公共下水」という）に放流しています。必要に応じ建物にモニター槽を設けて，酸・

アルカリ等に関する監視体制とっています。仮に薬品等が誤って排水に流出したと考えられる場合は，

その系統の研究者に連絡をし，不適切な実験水の排水は直ちに停止・回収するとともに，貯留槽では

中和した後に公共下水道に排出されるシステムがとられています。

また，下水道法，水質汚濁防止法及び群馬県の生活環境を保全する条例による排出水質基準を遵守

するため，特定施設に指定されている団地に関しては毎年1回の水質検査を実施しており，基準値を超

える排出はありませんでした。

放射性物質は「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」に基づき，使用済みの専

用保管容器に密封した後に専用保管庫で一定期間保管を行い，最終的には国の許可を受けている日本

アイソトープ協会に引き渡しを行っています。
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環境保全効果（平成28年度）

　リサイクルによる廃棄物処理費用削減額

環境配慮工事コスト（平成28年度）

医学図書館LED照明更新工事

北病棟冷温水ポンプINV修理

北病棟温水ポンプINV修理

北病棟厨房系統外調機INV設置

南病棟2階中央検査室LED照明更新工事

第二駐車場周辺外灯LED照明更新工事

共同溝LED照明更新工事

病棟外調機・排風機風量調整

8号館冷温水発生機から個別空調への更新

8号館S棟1階158号室空調機更新

医理工共用研究棟106号室電気設備改修

医理工共用研究棟203室改修機械設備

医理工共用研究棟電気室トランス交換

医理工共用研究棟101号室EHP更新

環境保全コスト（平成28年度）

　廃棄物処理費（一般廃棄物，産業廃棄物）

　樹木の維持管理

　環境測定費

　廃棄物処理費（一般廃棄物，産業廃棄物，感染性廃棄物）

　樹木の維持管理

　環境測定費

　廃棄物処理費（一般廃棄物，産業廃棄物）

　樹木の維持管理

　環境測定費

荒牧団地

1,080

499

529

1,995

1,091

昭和団地

桐生団地

　合　　　　　　　計

72,673

項　　　　　　　目

昭和団地

桐生団地

合　　　　　　　計

金額（千円）

2,411

2,593

90

45,239

2,772

4,515

9,872

4,490

691

団地名

団地名

団地名

荒牧団地

合　　　　　　　計

項　　　　　　　目 金額（千円）

1,106

1,106

項　　　　　　　目 金額（千円） 目　　　的

CO2の削減

1,998

1,231

1,944

756

192,240

335

208,366

1,998

1,987

683

環境配慮などによる取り組みによって及ぼされる直接的な効果は，およそ以下のような金額になると

試算しています。今後も省資源の徹底や学内から排出する廃棄物に関して積極的に見直します。

11．環境会計情報

2
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また，環境配慮などに投資した額は以下のとおりです。平成28年度は，費用対効果が大きい取組に

絞り，重点的に投資しました。



紙類（7品目） kg kg

文具類（83品目） 個 個

オフィス家具等（10品目） 台 台

ＯＡ機器（19品目） 台 台

家電製品（6品目） 台 台

エアコンディショナー等（3品目） 台 台

照明（5品目） 個 個

自動車等（5品目） 台 台

消火器（1品目） 本 本

制服・作業服（3品目） 着 着

インテリア・寝装寝具（11品目） 個 個

作業手袋（1品目） 組 組

その他繊維製品（7品目） 個 個

役務（18品目） 件 件

路盤材 m3 m3

製材等 m2 m2

ビニル系床材 m2 m2

断熱材 工事数 工事数

変圧器 台 台

コンクリート用型枠 工事数 工事数

建設機械（工事における使用機械） 工事数 工事数

54 54 100.0%

100.0%

988 988

69 69

品目 総調達量
特定調達物品等

の調達量
特定調達物品等

の調達率

工事関連

84 84

2,733 2,727

100.0%

99.8%

12,377 12,377

60 60

100.0%

100.0%

319,699 319,699

754 754

100.0%

100.0%

144,631 144,631

平成28年度グリーン購入・調達状況

主要品目

分野 総調達量
特定調達物品等

の調達量
特定調達物品等

の調達率

100.0%

品目

コピー用紙等

鉛筆，ファイル等

机，椅子等

コピー機等（消耗品含む）

冷蔵庫等

エアコンディショナー等

蛍光ランプ，LED照明等

自動車等

消火器

作業服

カーテン，毛布等

作業手袋

ブルーシート等

印刷，クリーニング等

2828

27 27

8,585 8,585

100.0%55

875875

10,88810,888

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

3 3 100.0%

100.0%

1 1

2 2 100.0%

1 1

2 2 100.0%

本学ではグリーン購入法（平成13年4月全面施行）に係る『環境物品等の調達の推進に関する基本方針』

に基づき，平成18年4月1日に『環境物品等の調達の推進を図るための方針』を策定し，これに基づいて環境

物品等の調達を実施してきました。

平成28年度の調達状況等は，目標設定を行うすべての品目において100％を調達目標とし，蛍光灯照明器

具及びLED照明器具を除く物品調達等で目標を達成することができました。

以下は具体的なグリーン購入・調達の実績です。

12．グリーン購入・調達状況

荒牧団地においては，長期にわたり業務を実施する業者に，①群馬大学環境方針，②環境上の遵守要望事

項，③適用される手順書を渡し，環境マネジメントへの理解と協力要請を行い同意書を得ています。
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 公共交通機関の利用

　 

公用車の総走行距離と給油量

 各団地における公用車の走行距離と給油量については以下の通りです。

　

荒牧団地 36,593

走行距離(km) 給油量(ℓ)

4,218 4,486

昭和団地 2,5783,12920,890 26,547

2,980

20,626

37,999

2,847

3,032

2,807 22,601

平成28年度

4,333

3,707

団地
平成27年度

走行距離(km)

平成26年度

走行距離(km)

平成25年度

走行距離(km)

平成24年度

走行距離(km) 給油量(ℓ) 給油量(ℓ) 給油量(ℓ)

（平成28年度）

給油量(ℓ)

2,419

42,009

39,407桐生団地 27,620

3,917

1,9022,803

21,788

34,557

41,30633,53535,470 4,456

37,078

13．通勤等の状況

411 484 526 515 553
135 126 129 129 120

1,583 1,594 1,652 1,700 1,684

0
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1,000
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2,000
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

徒歩・自転車通勤者 公共交通機関通勤者（電車・バス） 自動車等通勤者（自動車・バイク）

人

学内のキャンパス整備の一環として，キャンパス内の動植物の保護や緑地帯の拡大，樹木の保護及び建物

の改修にあわせて屋上緑化に努めています。

平成28年度の具体的な活動としては，荒牧・昭和・桐生の各団地において，定期的に樹木の剪定及び除草

など環境整備を行っています。特に，桜，松などの害虫駆除として薬剤の飛散による教職員・学生への健康

被害が生じないよう，また，環境負荷を低減するため薬剤散布を行わないで木の幹に薬剤を注入するなどの

方法で害虫駆除を行っています。

荒牧団地において，陸上競技場南面等の黒松がマツノザイセンチュウの被害を受け伐採するなどの事態も

発生しておりますが，キャンパスマスタープラン2011において「キャンパス中央部の松林については，一般

管理の緑地として扱い，松枯れの予防等に努めるとともに，コナラ・シラカシなどの地域の普通種を植樹し

ていく。」「野球場及び陸上競技場の南側には，キャンパス周辺に対する防砂的な目的から，遊歩道の北側

に植樹を行う。」としており，緑地帯の保全活動に努めています。

また，台風などで倒壊した外来樹ハリエンジュは速やかに伐採し，緑地景観の保全を行っています。

群馬県は全国の中でも自動車保有率が高く，本学各キャンパスまでの公共交通機関の整備が不十分

であるとの要因もあり，通勤手段として自動車等を利用する者が全体の71％を占めています。

14．緑地管理の保全活動
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※昭和団地については，熊本地震によるDMAT（災害派遣医療チーム）の活動により，DMAT災害派

遣用車両の利用が増えたため，走行距離・給油量ともに増加しました。



 

3Ｒの推進

　

 群馬大学生活協同組合

 リサイクル弁当容器の使用 弁当容器回収状況 単位：個

 割り箸の回収について 割り箸回収量 単位：kg

 廃油のリサイクルについて 廃油回収量 単位：ℓ

  

8,153 26.3%

25.6%24,993 31.6% 15,131 35.7%

538606750

82.672.3

202.1172.2

平成26年度平成25年度平成24年度

22.6%

27.9

22.3

116.9

167.1

37.7

34.2

12,850 43.2%

回収率回収数 回収率

平成27年度平成26年度平成25年度

回収数回収数

11,516 34.6%

平成24年度

回収率回収数 回収率 回収数 回収率
団　地

荒牧団地 10,817 32.4% 11,812

昭和団地

桐生団地

合　　計

平成28年度

9,206 39.2%

1,133 13.1%

6,115 35.9%

5,324 36.0%

45.8%

6,640 26.0%6,016 22.1%

1,406 12.6%2,585 17.9%2,425 15.7%

5,957

団　地

荒牧団地

昭和団地

桐生団地

合　　計 202.1

21,451 30.0%

46.746.743.5

82.6

72.872.856.4

19,199

平成24年度 平成26年度平成25年度

103.0

174.9

19,858 36.5%

平成28年度平成27年度

4,756

628

3,349

614

4,591

団　地

荒牧団地

昭和団地

桐生団地

合　　計

767

3,323

666

平成28年度平成27年度

3,8543,8903,567

2,6572,5611,861

659723956

リデュース（省資源化）
役員会，役員連絡会ではタブレットを使用し，資料のペーパーレス化に努めています。教授会

等の会議では，資料を両面印刷したりプロジェクターを活用することにより紙の使用を抑制して

います。また，学内事務連絡等はHP上の全学掲示板及びメールを活用しています。

リユース（再利用）
平成18年5月より，物品リユース情報等提供システムを活用し本学が所有する物品のうち，不

要となった物品及び共同利用できる物品の情報を学内に広く閲覧することにより，資源の有効活
用の促進及び廃棄物の抑制を図っています。

コピー用紙については，両面印刷の推進及び裏紙の再利用を推進しています。

リサイクル（再資源化）
生協では，廃油のリサイクル，リ・リパック弁当容器の使用や国産間伐材を活用した割り箸を

使用するとともに，その割り箸を回収しパーティクルボードの木材源としています。

3団地で年間約4万2千食販売している
弁当は，リサイクルできる容器を使用し

ています。

店頭にはリサイクル方法を記載したポ

スターを掲示し，また，新入生には生協
オリエンテーションでリサイクルの仕方

を説明しています。

回収率を高めるためには利用者の協力

が必要不可欠ですので，周知方法の改善
を行います。

従来より使用していた国産間伐材を活
用した割り箸を，荒牧団地は平成19年1

月より，昭和団地及び桐生団地は平成20

年より回収を始めました。回収した割り

箸は合板会社へ送付し，パーティクル
ボード※の木材源として再利用されます。

廃油はリサイクルされ，石油代替燃料
として使用可能なバイオディーゼル燃料

に生まれ変わります。

（昭和団地データには同愛会のレストラン

からの廃油量を含む。）

（※木材を粉砕しチップ処理などを施した後，熱圧・成形で板状にしたものです。

チップの原料となる木材には木質廃棄物も含まれており，木材資源の再資源化にもつながります。）

15．環境負荷低減に資する製品・サービスの状況
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生協学生委員会（荒牧団地）の活動について

群馬大学生活協同組合

群馬大学生協店舗ならびに群馬大学生協学生委員会のメンバーが行なっている環境に優しいエコ活動と啓発

活動の取り組みを紹介します。

群馬大学生協では環境に優しい弁当容器（食品トレー：大学生協では株式会社ヨコタ東北が製造する再生・

再資源化が可能な食品容器を採用）を使って生協食堂で調理を行い製造した弁当を学内で販売しています。こ

の弁当容器は3層シートの上下をバージン原料，中間層に再生材料を使用し，さらに上部にもう一枚特殊ポリ

プロピレンフィルムが貼ってある構造となっています。

お弁当を食べ終えた後，ポリプロピレンフィルムを剥がすことで容器はきれいな状態で回収が出来て，かつ

リサイクル工場へ送られ再び食品トレーとして生まれ変わります。弁当容器を回収するトレーボックスは学内

に設置してあり生協が回収しています。

この弁当容器の回収方法についての説明を，毎年 4月に行われる新入生対象の生協オリエンテーションの時

間を使って学生委員会メンバーが行なっています。大学生活をスタートさせる新入生が環境に優しい弁当容器

をそのままゴミ箱に捨てることのないように環境に配慮することの啓発の意味を込めて取り組んでいます。

容器を所定のボックスで回収

使用後はフィルムを剥がす食品容器として流通

回収された容器は，再生センター

で再生原料ペレットに加工され，

もう一度，リ・リパックとなります。

※ペレットとは，プラスチック状の小さな粒状に固められたものです。

弁当容器以外には，お弁当等をお買い上げ頂いた際に付けている割り箸も環境に優しい割り箸を活用して

います。通常，割り箸は使用後にゴミとして捨てられてしまいますが，一回使っただけでゴミにしてしまう

のはもったいなく，優良な木材である割り箸をリサイクルするため，生協では使用済みの割り箸を回収する

活動を行っています。生協で回収された使用済みの割り箸は再生紙としてリサイクルされたり，パーティク

ルボード（木材を細かく砕いて圧縮したもの）に加工されたりします。
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火災や地震に対する予防対策（リスク管理）以外に，毎年防災訓練（危機管理）を行い，

災害が発生した場合でも，被害や環境負荷の増大を最小限に抑える体制をとっています。ま

た災害時に必要な物品に対する備蓄も開始しています。また大学自体が地域の一次避難場所

になっています。

日頃からの節電活動（リスク管理）以外に，電力消費が許容限度以上に高まった場合には，

緊急節電要請を各部署に行い，電力消費のピークカット（危機管理）を行っています。

突発的な停電の場合，病院などへは非常用発電機により優先的に電力を供給します。また，

各団地に非常用発電機を設置し，災害時に停電した場合でも災害対応への支障がないよう，

電力を供給する体制を整備しています。

きめ細かい管理を行っていても，種々の事故により突発的な化学薬品等の漏洩が発生する可

能性を100％否定することはできません。このような事故が発生した場合には，法令に基づく

行政機関への連絡を速やかに行い，その指導のもとに事故に対処するとともに，大学として

の自主的な危機管理対策を行う手はずがとられています。

大学構内の自然環境の保全も重要な環境保全活動の一つです。日常の保全活動以外の突発

的な問題発生，たとえば害虫の異常発生などについても速やかな対応を行い，環境悪化を最

小限に抑える対策（危機管理対策）を準備しています。

防災対策

電力消費の増大

突発的な停電

化学薬品等の漏洩

構内の自然環境

環境報告書に記載されている内容は，大学活動が環境に与える負荷をできるだけ軽減するための日頃

の活動内容です。言い換えれば，環境負荷の増大が招く種々の障害が発生する危険度（リスク）をでき

るだけ低減するリスク管理の日常活動です。一方，環境負荷の異常な増大や一時的ではあっても突発的

な負荷増大などについては，その影響を低減するための緊急対策（危機管理）を行う必要があります。

危機管理は非日常的な活動ですが，これに対する備えをしておくことも大変重要です。群馬大学として

現在対策を立てて備えている危機管理には以下のような項目が挙げられます。

16．危機管理対策
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想定外の事故に関連する環境負荷の増大を最小限に抑えるためには，日頃の活動（リスク管理）以外に事

故の発生時の緊急対策（危機管理）が重要になります。群馬大学でもこの点を考慮して災害に強い大学とな

るよう，日々努力しています。



環境負荷の低減

省エネルギーの取組

平成28年度
温室効果ガス 33,857 ｔ-CO2

（実排出量）

温室効果ガス 33,427 ｔ-CO2
（調整後排出量）

ＮＯｘ 5.5 ｔ

ＳＯｘ 2.1 ｔ

下水 355 千ｔ

一般廃棄物 350 ｔ

産業廃棄物 277 ｔ

特別管理産業廃棄物 376 ｔ

PRTR物質 3,924 kg

電力 47,729 千kWh

都市ガス 4,255 千ｍ3

重油 183 kℓ

井水 他 549 千ｔ

PRTR物質 7,381 kg

大学の教育研究等により生じる環境負荷の状況を把握することは，環境保全に配慮した活動を行い，環

境負荷の低減を図る上で重要です。

教育研究活動等による主な環境影響は，温室効果ガス，化学物質や廃棄物等の排出によるものです。

温室効果ガスについては，現在エネルギー消費による二酸化炭素の排出を特に重要な環境側面ととらえ,

エネルギー使用量を削減する活動を推進しています。

環境負荷を抑制するだけでなく，大学は環境に関して持続可能な社会の構築への貢献を目指し，環境の

浄化やクリーンエネルギー利用技術など，環境問題の解決に役立つ教育研究を行っています。

17．マテリアルバランス

「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」に基づき，エネルギー使用の合理化を図ることを目的

として，群馬大学エネルギー管理規程を定めています。

学生，教職員等に対してエネルギーの使用の合理化を図る一環として，省エネ実施状況報告書の作成，

省エネポスターの作成等，省エネの啓発活動を実施しています。

群馬大学エネルギー管理規程

群馬大学エネルギー管理標準

（昭和団地 第一種エネルギー管理標準）
（桐生団地 第二種エネルギー管理標準）

地球環境への配慮・貢献

群馬大学中期目標

省エネルギーの推進

「エネルギーの使用の

合理化等に関する法律」
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平成28年度　総量 670,174 GJ

前年度比 5.2％ 減

合　計 27,95227,72928,033 479,960507,370

200,875201,388

重　油 －－－ 7,147

20,45520,216 1,814

475,852

670,174

67,676

706,7654,020 79,29381,363498,934 88,736

－15,95114,530 －－ －

4,881

173,348173,578 19,986

2,6322,823

27年度26年度

318,071310,826

87,89587,837

－

4,478

7,147

489,939

28年度

2,058 1,8301,846

15,951

69,506

187,175

701,048

電　気 24,13324,31024,448 313,087

14,530－ －－－

485,130

ガ　ス 3,8193,4193,585 159,726

68,75067,44067,621 2,206

1,8071,951

77,48679,412

単位：GJ

荒牧団地
昭和団地

（重粒子除く）
桐生団地 太田団地 重粒子線施設 合　　計

28年度 27年度26年度 28年度27年度26年度26年度 28年度27年度26年度 28年度27年度27年度26年度 28年度

30,000
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エネルギー投入量月別比較

28年度
27年度
26年度
25年度
24年度

GJ

12,961 13,805 14,530 15,951 7,147

197,669 201,115 201,388 200,875 187,175

476,145  478,467  485,130  489,939 
475,852 

0
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総エネルギー投入量
電気

ガス

重油GJ

706,765701,048

18．総エネルギーの投入量

総エネルギー投入量

総エネルギー投入量のうち，約8割を

昭和団地が占めています。

693,387686,775
670,174
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（各エネルギーの熱量換算）



 主要団地別各エネルギー使用量

 電力使用量

平成28年度　総量 47,729 千kWh

前年度比 2.9％ 減

 都市ガス使用量

平成28年度　総量 4,255 千m3

前度比 8.2％ 減

　

 Ａ重油使用量

平成28年度　総量 183 kℓ

前年度比 55.1％ 減

2,617

2,518

2,452

2,438

2,421

10,431 

10,260 

10,996 

11,410 

11,584 

19,755 

20,188 

20,180 

20,493 

19,819 

7,776 

7,794 

7,965 
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6,788 
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6,896 
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桐生団地
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重粒子

桐生団地
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A重油使用量 （ kℓ ）
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92
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799

929

3,023
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太田団地

荒牧団地 医学部他
附属病院

桐生団地

全体使用量のうち，約6割を附属病

院及び重粒子線施設といった医療施

設が占めています。

A重油は，昭和団地の電力ピーク

カット時に運転する自家用発電機の

燃料にのみ使用しています。

全体使用量のうち，約6割を附属病

院及び重粒子線施設といった医療施

設が占めています。

32

環
境
負
荷

Gunma University



 

 二酸化炭素排出量

平成28年度　総量 33,857 t-CO2

実排出量　6.2％ 減

調整後排出量　6.2％ 減

 硫黄酸化物（SOX）排出量

平成28年度　総量 2.1　t

前年度比 52.3％ 減

 窒素酸化物（NOX）排出量

平成28年度　総量 5.50　t

前年度比 46.7％ 減

前年度比

20．大気汚染物質の排出量

9.15 8.20
9.80 10.31

5.50 

0
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

窒素酸化物 （ NOX ） 排出量 （ ｔ ） 昭和団地

3.3 3.1 3.4
4.4

2.1

0

1

2

3

4

5

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

硫黄酸化物 （ SOX ） 排出量 （ ｔ ） 昭和団地

4,523 5,093 4,879 4,684 4,668

27,129
29,728 30,636 30,004 27,785

1,416
1,515 1,481 1,404

1,404

0

10,000

20,000

30,000

40,000

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

二酸化炭素排出量 （ t-CO2 ） 実排出量
荒牧団地

昭和団地

桐生・太田団地

4,515 4,233 4,515 4,621 4,604

27,091 25,177
30,281 29,647 27,441

1,413
1,215

1,459 1,382
1,382

0

10,000

20,000

30,000

40,000

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

二酸化炭素排出量 （ t-CO2 ） 調整後排出量

荒牧団地

昭和団地

桐生・太田団地

係数：

総計：

0.464 0.5000.5050.5300.525

33,068 t 33,857 t 36,092 t 36,996t 36,336 t 

係数：

総計：

0.463 0.4910.4960.5210.406

33,019 t 33,427 t 35,650 t 36,255 t 30,625 t

硫黄酸化物を排出する主な要因は，重油を

燃料とする自家用発電機の運転によるもので

す。重油の使用量は，前年度比で 55.1％減と

なっているため，硫黄酸化物の排出量も前年

度比で52.3％減となりました。

窒素酸化物を排出する主な要因は，重油を

燃料とする自家用発電機の運転によるもので

す。重油の使用量は，前年度比で 55.1％減と

なっているため，窒素酸化物の排出量も前年

度比で46.7％減となりました。

総エネルギー（電気，ガス，重油）投入量

は，前年度比5.2％減でしたが，二酸化炭素の

実排出量は，電気の実排出係数の減少（0.505

→ 0.500）に伴い，前年度比 6.2％減となりま

した。

また，調整後排出量は，電気の調整後排出

係数の減少（0.496 → 0.491）に伴い，前年度

比6.2％減となりました。

※二酸化炭素の実排出量と調整後排出量の違いに

ついては次の通りです。実排出量は，電気事業者

（東京電力）が，電気の発電に伴い，排出された

二酸化炭素の量をもとに算出した実排出係数を用

いて計算した量です。調整後排出量は，電気事業

者が，電気の発電に伴い，排出された二酸化炭素

の量を，太陽光発電の余剰買取制度，再生可能エ

ネルギーの固定価格買取制度及び京都メカニズム

クレジット等により調整した排出量をもとに算出

した調整後排出係数を用いて計算した量です。

19．二酸化炭素排出量
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学内活動における環境負荷の評価

／

／ ≒  kg／（人・年）

／ ≒  kg／（人・年）

／ ≒  kg／（人・年）

／ ≒  kg／（人・年）

／ ≒  kg／（人・年）

／

／ ≒  kg／（人・年）

／ ≒  kg／（人・年）

／ ≒  kg／（人・年）

／ ≒  kg／（人・年）

／ ≒  kg／（人・年）

／ 　学生・教職員数

／ ≒  kg／（人・年）

／ ≒  kg／（人・年）

／ ≒  kg／（人・年）

／ ≒  kg／（人・年）

／ ≒  kg／（人・年）

／　延べ外来患者数・延べ入院患者数

／ ≒  kg／患者

／ ≒  kg／患者

／ ≒  kg／患者

／ ≒  kg／患者

／ ≒  kg／患者

／

／ ≒  kg／患者

／ ≒  kg／患者

／ ≒  kg／患者

／ ≒  kg／患者

／ ≒  kg／患者

2,726 人

2,757 人

2,788 人

2,773 人

2,777 人

18,353,984 kg

18,783,236 kg

18,482,264 kg

4,522,413 kg

5,093,257 kg

519

2,388

2,268

2,336

2,609

4,878,448 kg

CO2排出量 　学生・教職員数

7,194,019 kg

CO2排出量

1,404,135 kg

1,404,283 kg

1,481,020 kg

荒　牧

昭和（医）

平成27年度

平成26年度

平成25年度

平成24年度

709,022 人

741,240 人

741,791 人

713,198 人

2,243

1,692

1,734

1,636

1,476

531

549

平成28年度

平成27年度

1,514,547 kg

1,415,616 kg

　学生・教職員数

平成24年度

平成25年度

平成24年度

3,292 人

3,310 人

3,224 人

2,757 人

3,020 人

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成25年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成25年度

平成24年度

506

506

CO2排出量

7,861,431 kg

7,505,641 kg

7,529,950 kg

桐生(太田を含む）

6,774,099 kg

平成28年度

496 人

平成26年度

昭和（病院）

重粒子線

平成24年度

CO2排出量

16,436,474 kg

CO2排出量

3,486,791 kg

平成27年度

16,663,124 kg

4,016,294 kg

4,668,300 kg

4,684,156 kg

平成28年度

315 人

　患者数

4,320,347 kg

4,179,931 kg

3,691,687 kg

496 人

平成26年度

平成25年度

10,316

8,427

11,720

8,710

10,944367 人

338 人

2,774 人

2,768 人

2,814 人

3,113 人

3,063 人

698,952 人

1,683

24

26

25

23

25

環境省の発表によれば，日本の平成27年度温室効果ガス総排出量は，13億2,500万トン（CO2換算）で

す。また，総務省の発表による平成27年10月1日現在の総人口は，1億2,709万人なので，我が国の国民一

人当たりのCO2排出量はおよそ10.4 t ／（人・年）となります。学生及び教職員については個人の排出

するCO2のおよそ15％を大学における活動で排出していることになります。

今後とも環境負荷を低減しつつ，質の高い教育と研究に大学全体として努力していきます。

大学の本質は教育と研究にあります。そこで学生と教職員の学内における活動に対しての環境負荷を

CO2の排出量で評価しました。

また，附属病院および重粒子線施設の医療活動による患者一人あたりの環境負荷をCO2の排出量で評

価しました。
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 コピー用紙等購入量 

平成28年度　総量 133 ｔ

前年度比 16.7％ 増

荒牧団地

中央図書館屋上

荒牧団地では，72kWの太陽光発電設備を設置しています。平成28年度の

発電量は80,710kWhで，荒牧団地年間電力使用量の約3.2％になりました。

電力自給率：3.2％

（事務局・教育学部・社会情報学部）

学生の集まる場所に発電電力量を表示するモニタを

設置することで，電力への意識を持つきっかけとなっ

ています。

発電量をリアルタイムで表示

72 kW
全 体

昭和団地

昭和団地全体では，50kWの太陽光発電設備を設置

しています。平成28年度の発電量は62,543kWhで，

昭和団地年間電力使用量の約0.2％になりました。

電力自給率：0.2％

外来診療棟屋上

（医学部・附属病院・研究所等）
全 体
50 kW

桐生団地

桐生団地全体では，80kWの太陽光発電設備を設置し

ています。平成28年度の発電量は94,561kWhで，桐生団

地年間電力使用量の約1.4％になりました。

電力自給率：1.4％

課外活動施設屋上

（理工学部）
全 体
80 kW

本学では，再生可能エネルギーへの取組として，太陽光発電設備の導入を推進しています。大学全体の太陽光発

電設備は，262kWとなっています（うち60kWは附属学校に導入）。

21．再生可能エネルギーの取組

22．コピー用紙等の購入量

教育及び研究のため，不可欠でありかつ多量に消費するコピー用紙を低減目標の一つに挙げ，全学的な活動を

行っています。

19 19 17 14 14

69 68 71
60 65

43 48 37
40

54
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

コピー用紙等購入量 （ ｔ ）
荒牧団地

昭和団地

桐生団地

コピー用紙については，両面印刷の推進及び裏紙の

再利用，教授会でのプロジェクタ－の活用，ペーパー

レス会議の実施により紙使用の削減に取り組みました

が，平成28年度は増加となっています。
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一度使用した袋の表面に複数回

使用可能となる送付者及び受領

者表を貼り付けて利用していま

す。

一度使用したコピー用紙を回収

BOXに集め手差しトレーにセッ

トし使用しています。

古紙リサイクル・

学内便送付袋・・

コピー用紙・・・ 学内便送付袋
（2013.6撮影）

（2013.6撮影）

コピー用紙回収BOX

23．資源等の循環的利用の状況

事業エリア内で再使用しているものとしては，次の

ものがあります。

荒牧団地では，段ボールや新聞紙・封筒・コピー用紙など種類ごとに分別し，古紙

としてリサイクルをしています。分別した古紙は製紙問屋に運び，再生紙として生

まれ変わります。平成28年度は，52tの古紙を回収し，再生紙100％のトイレット

ペーパー2,040ロールと交換しました。

フラットファイルは

裏返して再利用
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 水資源投入量

平成28年度　総量 549 千ｔ

前年度比 10.9％ 減

市水の使用場所

附属病院薬剤部

 総排水量（下水） 年度別比較

平成28年度　総量 355 千ｔ

前年度比 8.9％ 減

昭和団地

A棟/研究・産学連携推進機構

B棟/研究・産学連携推進機構

C棟/研究・産学連携推進機構

桐生団地

87.4 77.6  77.4 80.9 72.6

459
422 456

509
454

26
27

22.9
26.1

22.3

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

700.0

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

水資源投入量 （千ｔ）
荒牧団地

昭和団地

桐生・太田団地

総計： 572千ｔ 549千ｔ616千ｔ556千ｔ527千ｔ

井水：

市水：

（562千ｔ） （544千ｔ）（607千ｔ）（548千ｔ）（522千ｔ）

（ 10千ｔ） （ 5千ｔ）（ 9千ｔ）（ 8千ｔ）（ 5千ｔ）

3団地（荒牧，昭和，桐生）は，主に地下

水（井水）を使用し，太田団地は，市水を

使用しています。

24．水資源投入量

本学では，人の活動及び教育研究活動に伴う排水を，濃厚廃液，実験系排水，生活系排水，雨水排水の4種類に

分類しています。

生活系排水は公共下水道へ排水しています。なお，雨水は構内分流とし，単独で公共用水域に放流しています。

25．総排水量

濃厚廃液 実験・研究室で使用された有害物質を含む液で，無機系と有機系に分けて発生源におい
て当事者が貯留し，産業廃棄物処理業者に委託して処理しています。

実験系排水 実験により発生する廃液（原液及び二次洗浄水を含む）は，化学物質を含有するものと
して一般排水系統への放流を禁止しています。化学物質の濃度に問題のないもののみを排

水しています。

生活系排水 トイレ，食堂及び非実験系の流しからの排水は公共下水道に排出しています。

総排水量の低減対策として，施設整備時には節水型水栓，女子トイレの擬音装置等の設
置を積極的に行うとともに，節水の呼びかけを行います。

雨水排水 雨水については構内の緑化，インターロッキングブロック舗装の整備等を行い，できる
だけ地下浸透させて排水量の低減に努めています。
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水資源投入量が減少したことに伴い，総排出

量も減少しました。
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 化学物質の管理

単位：kg

　

 ＰＲＴＲ法への対応

単位：kg

 実験排水の管理

有機系 kg kg kg kg

無機系 kg kg kg kg

有機系 kg kg kg kg

無機系 kg kg kg kg

有機系 kg kg kg kg

無機系 kg kg kg kg

有機系 kg kg kg kg

無機系 kg kg kg kg

 -  

7,334 5,0781,116

392

6,279
平成28年度

8,680

1,402 2,765 13,381

695 5,249

284 1,894 15,078

6,648

17,256

平成26年度

平成25年度

273 667 7,219

823 12,898 18,961

2,255

14,288

　　　移動量・・・使用後の排出量及び使用せずに廃棄した量    　　　排出量・・・大気への排出量        

荒牧団地 昭和団地 桐生団地 合計

1,678

1,455.2 0.91,442.4 0.9 -  ノルマルヘキサン  -  

0.1

桐生団地 186  -  

平成26年度平成25年度

移動量

112.0

昭和団地

桐生団地 392  -  

 -   -   -   -  

桐生団地 127 1,288.4 0.72,076.0 1.2クロロホルム

ジクロロメタン

1,691.3 1.01,181.1 0.7

 -   -   -  

排出量移動量 排出量移動量 排出量移動量 排出量

300

186

400

411

 団地名
法令
番号

物質名
平成28年度平成27年度

 ジクロロメタン

 トルエン

 ベンゼン

 ホルムアルデヒド

43.0

14.1

-

0.4

15.0

0.7

0.1

89.5

15.1

0.7

0.9

昭和団地 桐生団地

25年度 26年度 28年度25年度 26年度 27年度

0.1

1.3

0.0

1,288.4

9.3

714.8

-

280.5

-

127

80

 アセトニトリル

 キシレン

 クロロホルム

-2.1 47.170.2

159.3

21.81.64.6 13.0

エチレンオキシド - 318.0---

383.9

606.6

117.3529.5

法令
番号

化学物質名

-4.0 540.5

13 367.2

3.9

103.3

1.1

0.1

50.1

372.7

3.3

298.5

1.1

168.6

0.2

56

54.2

137.0

-

荒牧団地

7.3

-

2.0

6.1

2,076.0

0.6

1,181.1

933.4

288.8

平成27年度

27年度

51.8

25.9

0.1

2.0

27年度 28年度25年度 26年度

0.1未満

204.1

17.8

91.0

215.0

0.2

112.7

14.3

975.9 1,442.4 1,455.2

--

28年度

16.8

0.1未満

0.3

0.1

269.0

22.3

18,961

8,680

430 2,840 15,691

1,008 1,699 5,973

エチレンオキシド

121.5

3.2

585.6

520.8

120.4

0.7

1,691.3

652.4

87.7

897.2ノルマルヘキサン 110.0 108.4 55.4 60.0 6.3 13.0 0.2 1.2

 -   -   -   -  3.3529.5 -   -  56

26．化学物質排出量,移動量

（2013.8撮影）

桐生団地の理工学部では，各研究室で使用する化学物質は防災安全委員会で作成した防災手帳に基づき適

正な保管，使用及び廃棄に努めています。また，学部 2年生を対象にした授業「安全工学」では，消防法に

基づく危険物としての化学物質及び関連物質の取り扱い上の注意と管理について講義するとともに，危険物

取扱者の免許取得を積極的に勧めています。

使用量の多い主な化学物質は下表のとおりです。

本学では，PRTR法に基づく対象化学物質を管理し，該当する化学物質の排出量と移動量を把握して届出

を行っています。

第一種指定化学物質462品目のうち，昭和団地では45品目，桐生団地では65品目の使用実績があり，使用

量が多く法令上届出義務が生じた1品目（クロロホルム）について届出を行いました。

化学物質を含有する廃液（有機系・無機系）については，漏洩対策を講じて保管し，廃棄物処理法に適合

した産業廃棄物業者に収集運搬及び処理を委託しています。

桐生団地廃液保管状況
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 一般廃棄物

平成28年度　排出量 350 ｔ

前年度比　 7.4％減

 産業廃棄物

平成28年度　排出量 277 ｔ

前年度比 12.6％増

 特別管理産業廃棄物

特別管理産業廃棄物排出量 （kg）

-

-

-

-

-

-

-

-

-

4

4,500

-

7,887

631

-

-

-

-

4

652

1

-

247

-

-

93

894

145

790

53

2,101

225

2

194

2,568

4962,496

PCB等 廃水銀等

- 774 53 563 - 570

53

8,191

65

181
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産業廃棄物排出量 （ ｔ ）
荒牧団地
昭和団地
桐生団地

事業系廃棄物は，一般廃棄物に分類されます。

廃棄物は，｢可燃ごみ｣，｢缶類・びん類｣，

｢ペットボトル｣，｢紙類｣，｢粗大ごみ｣等に分け

て分類収集しています。

｢紙類｣については，資源ごみとしてリサイク

ルしており，排出量から除外しています。

産業廃棄物は，｢金属くず｣，｢コンクリート

試料｣，｢乾電池｣，｢蛍光灯｣，｢汚泥｣，｢廃アル

カリ，廃酸などの廃薬品類｣等で，これらの運

搬，排出，処理等は全て専門業者に外部委託し

ています。

産業廃棄物のうち，廃油，廃酸，廃アルカリ及び感染性産業廃棄物が特別管理産業廃棄物と定められ

ています。廃油，廃酸，廃アルカリの排出量は下表のとおりです。

感染性廃棄物とは，病院等の施設から排出す

る医療系の廃棄物であり，感染性病原体が付着

している廃棄物及び付着のおそれのある廃棄物

のことです。

本学では昭和団地が対象となりますが，管理

責任者の指示に従い専用容器に密封した後専用

保管施設で保管し，外部委託業者により運搬及

び処理を行っています。

27．廃棄物等総排出量
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　（１）対象組織の範囲・対象期間

　（２）対象範囲の捕捉率と対象期間の差異

　（３）報告方針

　（４）公表媒体の方針等

２．経営責任者の緒言

　（１）環境配慮経営等の概要

　（２）KPIの時系列一覧

　（３）個別の環境課題に関する対応総括

４．マテリアルバランス

　（１）環境配慮の方針

　（２）重要な課題,ビジョン及び事業戦略等

　（１）環境配慮経営の組織体制等

　（２）環境リスクマネジメント体制

　（３）環境に関する規制等の遵守状況

　（１）ステークホルダーへの対応

　（２）環境に関する社会貢献活動等

　（１）バリューチェーンにおける環境配慮の取組方針,戦略等

　（２）グリーン購入・調達

　（３）環境負荷低減に資する製品・サービス等

　（４）環境関連の新技術・研究開発

　（５）環境に配慮した輸送

　（６）環境に配慮した資源・不動産開発／投資等

　（７）環境に配慮した廃棄物処理／リサイクル

　（１）総エネルギー投入量及びその低減対策

　（２）総物質投入量及びその低減対策

　（３）水資源投入量及びその低減対策

２．資源等の循環的利用の状況（事業エリア内）

　（１）総製品生産量又は総商品販売量等

　（２）温室効果ガスの排出量及びその低減対策

　（３）総排水量及びその低減対策

　（４）大気汚染,生活環境に係る負荷量及びその低減対策

　（５）化学物質の排出量,移動量及びその低減対策

　（６）廃棄物等総排出量,廃棄物最終処分量及びその低減対策

　（７）有害物質等の漏出量及びその防止対策

４．生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況

　（１）事業者における経済的側面の状況

　（２）社会における経済的側面の状況

２．環境配慮経営の社会的側面に関する状況

　（１）後発事象

　（２）臨時的事象

２．環境情報の第三者審査等

環境報告ガイドライン（2012年版）による項目 本学環境報告書2016該当箇所 記載頁 備　考

第４章　環境報告の基本的事項

１．報告にあたっての基本的要件

・総エネルギー投入量・二酸化炭素排出量
・大気汚染物質排出量・水資源投入量・総排水量
・化学物質排出量,移動量・廃棄物等総排出量

31-33
37-39

・環境に関する活動状況(荒牧団地) ｰ 記載なし

・学長メッセージ 1

３．環境報告の概要

・大学の概要 4-5

２．組織体制及びガバナンスの状況

・環境管理の状況 3

・マテリアルバランス 30

第5章　「環境マネジメント等の環境配慮経営に関する状況」を表す情報・指標

１．環境配慮の方針,ビジョン及び事業戦略等

３．ステークホルダーへの対応の状況

・環境コミュニケーションの状況 18-19

・環境に関する社会貢献活動 17

・危機管理対策 29

・環境に関する規制遵守の状況 21-23

・環境に関わる教育・研究及び開放特許
・環境負荷低減に資する製品・サービスの状況

13
27-28

・環境に関わる教育・研究及び開放特許   14-16

４．バリューチェーンにおける環境配慮等の取組状況

ｰ 記載なし

・グリーン購入・調達状況 25

・環境会計情報
・環境負荷低減に資する製品・サービスの状況
・古紙リサイクル

24
27
36

第６章　「事業活動に伴う環境負荷及び環境配慮等の取組に関する状況」を表す情報・指標

１．資源・エネルギーの投入状況

・総エネルギーの投入量 31

・通勤等の状況 26

ｰ 記載なし

・資源等の循環的利用の状況 36

３．生産物・環境負荷の産出・排出等の状況

・教育や研究等のアウトプット 12

・コピー用紙等の購入量 35

・水資源投入量 37

・大気汚染物質の排出量 33

・化学物質排出量，移動量 38

・二酸化炭素排出量 33

・総排水量 37

第7章　「環境配慮経営の経済・社会的側面に関する状況」を表す情報・指標

１．環境配慮経営の経済的側面に関する状況

・廃棄物等総排出量 39

・危機管理対策 29

・外部評価（第三者意見） 41

・編集方針 41

・大学の環境方針 2

・環境会計情報 24

第８章　その他の記載事項等

１．後発事象等

ｰ 該当なし

ｰ 該当なし

・環境に関する社会貢献活動 17

・緑地管理の保全活動 26

28．環境報告ガイドライン対照表
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平成29年9月

特定非営利活動法人　　　　　　　

国際環境安全衛生ガバナンス機構

代表理事　黒崎　由行

「環境報告書2017」は，群馬大学において12回目の刊行

群馬大学（荒牧団地，昭和団地，桐生団地，太田団地）　（附属学校等は除く）

2016年4月～2017年3月　（平成28年度）

群馬大学での環境活動を対象

「環境報告ガイドライン（2012年度版）」（環境省）

荒牧キャンパス中央モールの四季

平成29年9月

施設運営部

問合せ先

〒371-8510　　群馬県前橋市荒牧町四丁目2番地

国立大学法人群馬大学施設運営部

TEL：027-220-7096 　　 FAX：027-220-7110

Email：G-kankyo@jimu.gunma-u.ac.jp

http://www.gunma-u.ac.jp

参 考

表 紙

発 行 日

編 集

編集方針

対象範囲

対象期間

対象分野

29．外部評価（第三者意見）
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今回，外部評価の実施に際し，事務局にヒヤリングをするとともに，荒牧団地及び昭和団地の視察をさせてい

ただきました。環境施設などが適切に管理され，また，省エネルギーなどの環境投資が，最大のエネルギー消費

箇所である昭和団地を中心に積極的に実施されていることを確認しました。

2016年度のトピックとしては，荒牧団地が取得していたISO14001の認証を返上したことです。これは，環境マ

ネジメントシステム（EMS）が十分に定着したことと，荒牧団地のみならず全キャンパスにEMSを拡大するための

前向きな取り組みであることを確認しました。これまで培ってきたEMSを活用して全学部，全キャンパスにおい

て環境とコンプライアンスに対する意識を高め，環境パフォーマンスの向上に資することを期待します。

以上，本報告書が適切であることを前提に，今後の対応に向けて3つの提言をしたいと思います。

まず，今日の情勢として，環境報告書は大きな曲がり角に立っていると言えます。それは社会の関心が環境か

らSR（Social Responsibility：社会的責任）に移行していることです。企業ならCSR，大学ならUSRと呼ばれま

すが，その概念は「経済」，「環境」，「社会」のバランスを取ることです。多くの企業は，既に環境報告書か

らCSR報告書に移行していますし，近年は「統合報告書」とする企業も増えています。統合報告書とは，売上や

利益などの財務情報と，環境や社会への配慮，倫理，ガバナンス，経営戦略などの非財務情報をまとめた年次報

告書です。もちろん，環境報告書は，環境配慮促進法で定められたものではありますが，時代の潮流も勘案し，

例えば「群馬大学案内」との統合なども考え得るでしょう。他大学に先行した取り組みを期待します。

次は，法令で義務付けられた環境報告書をより有効に教育に活用することです。前述のとおりISO14001の認証

は返上されましたが，従来は学生も内部監査員研修に参加するなど，ISO14001は教育の場としても活用されてい

ました。その場がなくなるとしたらとても残念です。そこで，環境報告書の編集に学生も参加してはいかがで

しょうか。絶好の環境教育の場になりますし，学生視点で従来とは異なった趣の環境報告書となる可能性があり

ます。

最後に，環境報告書は作成することが目的ではありません。ステークホルダー（利害関係者）とのコミュニ

ケーションを図ることが目的です。多くの企業では，ステークホルダーダイアログの開催など，利害関係者と対

話の場を作ることに注力しています。最も重要な利害関係者である学生に対して授業で使用したり，教職員に対

する啓発に活用するなど，ステークホルダーとのコミュニケーションツールとして，環境報告書を有効に活用し

ていくことが望まれます。

大学の存在目的である教育と研究における，「環境」のパフォーマンスを向上するために，環境報告書の編集

と活用が義務感やマンネリに陥ることなく有効に機能することを願っています。
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